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令和７年度 第１四半期運用実績の概要

運用利回り ＋０．１５％ 実現収益率

運用収益額 １３億円 実現収益額

運用資産残高 ８,８１２億円 簿価残高

（第１四半期末）

情報公開を徹底する観点から、運用状況の公表を行うものです。年金積立金は長期的な運用を行うものであ
り、その運用状況も長期的に判断することが必要です。
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【市場の動き（ 4月～6月 ）】

国内債券：

令和７年度 市場環境（第１四半期）

10年国債利回りは、米国の関税政策による景気悪化懸念等から低下して始まりましたが、景気悪化懸念の後退や超長期債
の需給悪化等を背景に上昇に転じました。その後期末にかけては、日銀による追加利上げ観測の後退等を背景に再び低下
しました。
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令和７年度 資産の構成割合

（単位：％）

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

100.0 － － －

短 期 資 産 (2.8) － － －

100.0 － － －

（注１）基本ポートフォリオは、国内債券100％です。

（注２）短期資産は国内債券に含めています。

（注３）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（注４）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

令和７年度

国 内 債 券

合 計
国内債券

100.0%

第１四半期末 運用資産別の構成割合

(うち短期資産 2.8%）
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（参考）令和６年度 資産の構成割合



○ 第１四半期の実現収益率は 0.15％となりました。
○ 退職等年金給付組合積立金で保有する国内債券は、満期持ち切りを前提とするため、簿価評価としています。

6

令和７年度 運用利回り

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.15 － － － 0.15

0.15 － － － 0.15

短 期 資 産 (0.00) － － － (0.00)

（注１）収益率は、運用手数料控除後のものです。

（注２）各四半期及び年度計の収益率は期間率です。

（注３）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（参考） （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.07 － － － 0.07修 正 総 合 収 益 率

実 現 収 益 率

令和７年度

令和７年度

国 内 債 券
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（参考）令和６年度 運用利回り

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.12 0.13 0.14 0.14 0.53 

0.12 0.13 0.14 0.14 0.53 

短 期 資 産 (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00)

（注１）収益率は、運用手数料控除後のものです。

（注２）各四半期の収益率は期間率です。

（参考） （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

▲ 2.64 1.65 ▲ 1.45 ▲ 3.05 ▲ 5.49 修 正 総 合 収 益 率

令和６年度

実 現 収 益 率

国 内 債 券
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○ 第１四半期の実現収益額は 13億円となりました。
○ 退職等年金給付組合積立金で保有する国内債券は、満期持ち切りを前提とするため、簿価評価としています。
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令和７年度 運用収入の額

（単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

13 － － － 13

13 － － － 13

短 期 資 産 (0) － － － (0)

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。

（注２）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（注３）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（参考） （単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

6 － － － 6総 合 収 益 額

令和７年度

令和７年度

実 現 収 益 額

国 内 債 券
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（参考）令和６年度 運用収入の額

（単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

10 10 11 12 43

10 10 11 12 43

短 期 資 産 (0) (0) (0) (0) (0) 

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。

（注２）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（参考） （単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

▲ 195 123 ▲ 112 ▲ 240 ▲ 424 総 合 収 益 額

令和６年度

実 現 収 益 額

国 内 債 券
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令和７年度 資産額

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

8,812 7,958 ▲ 853 － － － － － － － － －

短 期 資 産 (251) (251) (0) － － － － － － － － －

8,812 7,958 ▲ 853 － － － － － － － － －

（注１）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

（注２）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

国 内 債 券

合 計

令和７年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末
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（参考）令和６年度 資産額

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

7,925 7,338 ▲ 587 8,110 7,627 ▲ 483 8,378 7,782 ▲ 596 8,549 7,689 ▲ 860 

259 259 0 107 107 0 190 190 0 94 94 0

7,925 7,338 ▲ 587 8,110 7,627 ▲ 483 8,378 7,782 ▲ 596 8,549 7,689 ▲ 860 

（注）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

国 内 債 券

短 期 資 産

合 計

令和６年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末
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○ 実現収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。売買損益及び利息・配当金収入等の実現収益額を元本（簿価）平均残高で除した元本（簿価）ベー

スの比率です。

○ 修正総合収益率
時価ベースで運用成果を測定する尺度の１つです。実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加え、時価に基づく収益を把握し、

それを元本平均残高に前期末未収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。算出が比較的容易なことから、運用
の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。
（計算式）

修正総合収益率＝｛ 売買損益＋利息･配当金収入＋未収収益増減（当期末未収収益－前期末未収収益）
＋評価損益増減（当期末評価損益－前期末評価損益）｝／ （元本平均残高＋前期末未収収益＋前期末評価損益）

○ 総合収益額
実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加えることにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。

（計算式）
総合収益額＝ 売買損益＋利息･配当金収入＋未収収益増減（当期末未収収益－前期末未収収益）

＋ 評価損益増減（当期末評価損益－前期末評価損益）

○ 退職等年金給付組合積立金
組合が年金払い退職給付のため管理運用する積立金です。

用語解説（50音順）


